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1. 緒言

発育発達の加齢に伴う変化を検討する場合，変化の把
握とその法則性を導くために発育発達曲線を描くことが
有効とされる（松浦・青柳，1985）。また，発育発達傾
向を体系づけるために，類似性の高い曲線を類型化する
必要性にせまられる。松浦（1993）は，曲線の類型化の
方法として「距離」と「形状」による 2 つの方法を提示
している。市村（1973）は，10－20 歳の体格と運動能
力の発達曲線をいくつかの部分集合に設定する方法とし
てクラスター分析を適用している。また，Matsuura

（1985）は 6－14 歳の形態と運動能力の曲線を，渡辺ほ
か（1986）は 12－18 歳の男性の身長の発育についてク
ラスター分析を用いて分類している。クラスター分析は，
時間経過が作り出す変化曲線を，その「距離」に基づい
て分類する手法である。一方，松浦・青柳（1985）は幼
児の平衡運動に関与する調整力を 9 つの因子で解釈し，
双対尺度法を用いてこれらの発達曲線の分類と特徴の検

討を行っている。また，Aoyagi（1993）は因子分析を
用いて幼児の運動能力の発達パターンを類型化してい
る。これらは，曲線の「形状」を考慮した分類方法であ
る。しかしながら，どちらか一方の方法のみでは人間の
直観的分類にはそぐわない。図 1 に示すように，曲線の

「距離」で類似性を定義すれば，3 つの曲線は［A，B］
と［C］に分類されるが，A と B では「形状」が異なる。
また，「形状」で類型化すれば，［A］と［B，C］に分
類されるが，B と C の「距離」は遠い。つまり，視覚
的に類似した発達曲線を統計学的手法に基づいて分類す
る場合，曲線の「距離」と「形状」の双方を考慮する必
要がある。

さて，発育発達パターンの研究では，発達変化や性差
が著しい思春期およびその前後が対象とされることが多
い。思春期と比較すると，就学前の子どもは性ホルモン
の影響はほとんどない（松浦，1982, p. 44）。しかし，
幼児期は基本的運動課題のパフォーマンスが向上する重
要 な 時 期 に あ る（Malina & Bouchard, 1991, pp. 187-
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189）。よって，運動能力の発達も著しく，個人またはパ
フォーマンスによって発達の遅速や様々なパターンが考
えられる。幼児の運動能力の発達に関する研究において
現量値によるものは数多く存在する。しかし，現量値は
発達傾向がほとんど一様で特徴を詳細に捉えることが難
しい。そのため藤井・松浦（1994；1996）や Tanner et 
al.（1966a；1966b）は成長速度に注目している。速度曲
線は，「如何なる変化」が「何時生起するか」という問
題の検討に有効である（松浦，2005, p. 394）。

幼児の運動能力の発達速度に着目した研究として，西
山ほか（2008）による半年間の変化率の報告がある。し
かしながら，この研究は，縦断的観察はされているが，
観察期間が短いという課題を残している。また，現量値
に基づく速度であるため，項目の類型化には言及できて
いない。

そこで本研究では，標準化された発達速度を用いて幼
児の運動能力の発達速度曲線を記述することを目的とす
る。さらに，因子分析とクラスター分析の 2 つの手法を
用いて曲線を類型化し，その特徴について検討する。

2. 方法

2.1.　対象及び測定時期

本研究で対象とする幼児は，S 幼稚園に在籍する 209
名（男児 104 名，女児 105 名）である。測定は 2006 年
5 月から 2007 年 11 月まで，2 年間，年間 2 回行った。
これらの幼児は，2 つのグループで構成される。2005 年
に入園した 118 名（男児 60 名，女児 58 名）は，年中児
から年長児にかけて測定を行ったグループである。2006
年に入園した 91 名（男児 44 名，女児 47 名）は，年少
児から年中児にかけて測定を行ったグループである。な

お，欠席などですべて項目の測定値が揃わなかった標本
が存在する場合は，項目ごとに対象者を除外した。測定
に先立ち，幼児の保護者に対し，研究の趣旨・目的に関
する説明を行い，協力への同意を得た。

2.2. 運動能力測定項目

　測定項目は，身長と体重と運動能力テスト 21 項目
の合計 23 項目である。運動能力テスト 21 項目は，先行
研究において用いられ，信頼性・妥当性・実用性の観点
で項目分析がなされている（青柳，1987；栗本ほか，
1981；Ikeda & Aoyagi, 2008；松田，1961；松田・近藤，
1968；Murase & Demura, 2005；竹内ほか，1968）。各
項目の名称および測定方法は表 1 に示している。運動能
力テストの測定は，保育者養成の教育研究機関に在籍し，
幼児の運動能力を専門とする研究者および同じ教育機関
に在学し，講義の中で幼児の運動能力測定法について学
習した大学生および幼稚園教諭によって実施した。また，
身長と体重は幼稚園教諭によって計測されているデータ
のうち，運動能力テストの測定日に最も近い時期の測定
値を利用した。

2.3.　データ集計および統計処理

2.3.1.　混合縦断的データの作成
発育発達研究では縦断的観察が理想とされる（高石， 

1971）。しかし，縦断的研究は，研究対象数が減少しや
すく，データ収集に時間がかかるなどの問題が存在する
ため，短期間の測定によって，より長期で大規模な標本
データを確保することが可能な混合縦断的データ

（Malina & Bouchard, 1991, pp. 11-13； 松 浦，2005, pp. 
385-387）が用いられる。本研究では，2005 年入園児と
2006 年入園児の両群の 2 年 4 期の測定データをもとに，
年少児 5 月（T1）から年長児 11 月（T6）の 3 年 6 期に
わたる男女それぞれの混合縦断的データを作成した。

混合縦断的データの作成方法は，まず，両群に共通す
る年中児 5 月（T3）のデータを合算し，その平均値 M3（2005

＋2006）を算出した。次に，この平均値と年中児 5 月にお
ける両群の平均値 M3（2005）と M3（2006）との差を用いて，図
2 に示すように両群のデータ全体の補正を行った。よっ
て標本数は男女合算で，T1，T2 が 91 名，T3 が 209 名，
T4，T5，T6 が 118 名である。

作成された混合縦断的データにおける「偶然による不
規則変動」を除去するため，重みづけなしの単純 3 点移
動平均法（松浦，2005, pp.392-393）を用いて曲線の平
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図 1．発達曲線の例
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滑化を行った。与えられた時系列データ，X1（年少児 5
月），X2（年少児 11 月），…，X6（年長児 11 月）とす
る時，Xi の移動平均値 X’i は，式（1）の通りである。

X’1 X1

X’2
3

321 XXX ++

……………（1）

X’5
3

654 XXX ++

X’6 X 6

表 1．23 項目の測定方法

No. 

1 2

3 25m 30m 2 25m 1/10

4 1/10

5 30cm 2 10

6
1

7 cm

8 30cm 2 10

9 50cm 3 1/10

10 D-1 0.5m
11 0.5m

12 2m D-1
50

13 7cm m

14 D-1
0.5m

15 70cm 0.5m

16 3m → → → →
1/10

17 30cm 3 1/10

18
12m 2m 6 [ 19× 39×

10cm] 2
1/10

19 3m
1/10

20 0.5m 10m 6m

21
120

22

23 3 1/1000

図 2．混合縦断的データの作成方法
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2.3.2.　発達速度の算出
移動平均法によって修正されたデータを用いて各項目

の発達速度を算出した。現量値に基づく時間当たりの変
化量（速度）は，測定単位の違うテスト項目の発達曲線
を同一グラフ上に布置して分類することが難しい。本研
究では項目間で発達パターンを類型化することが目的で
あるため，式（2）に示すように，ある測定時点 Ti から
次の測定時点 T（i+1）までの変化を Ti の標準偏差あたり
で検討する効果量（ESi）を用いて，発達速度の標準化
を試みた。

Ti

TiiT
i SD

MM
ES

−
= + )1(

………………………………（2）

ただし，MTi：ある測定時期の平均値

MT(i+1) ：MTiの測定時期の平均値

        SDTi：MTiの測定時期の標準偏差

i=1, 2, …, 6，ESの場合Ⅰ,Ⅱ,…,Ⅴ

この ES は，各測定期の間（6 ヶ月）当たりの発達の
大きさを表すため，その値が大きければ，前の測定時期
から次の時期までの発達速度が速いことを示す。「25m
走」のようにタイムの短縮が発達していることを示す項
目は，符号の修正を行った。各測定期の間は，年少児 5
月から 11 月をⅠ期，年少児 11 月から年中児 5 月までを
Ⅱ期，以下同様に年長児5月から11月までをⅤ期とした。
よって ES は，Ⅰ期に算出される ESⅠ，Ⅱ期が ESⅡで，
Ⅴ期の ESⅤまで 5 つの値が算出された。なお，ES の値
については，Cohen（1969）や Thomas & French（1985）
の基準を参考に，0.2 未満は「現量値の変化なし（速度
=0）」，0.2 以上 0.5 未満は「小さい速度」，0.5 以上 0.8 未
満は「中程度の速度」，0.8 以上は「大きな速度」とした。

2.3.3.　発達速度曲線の分類
算出された ESⅠから ESⅤが描く速度曲線の変化傾向

の分類を行うため，不完全主成分分析法，ノーマルバリ
マックス回転による Q 技法の因子分析を適用した。分
析によって得られた因子について，因子負荷量の大きさ
から共通する項目群を分類した。なお，同一因子で符号
の違う両極因子は，発達速度が「減速」と「加速」によ
うに正反対であることを意味する。よって，発達速度曲
線の分類においては，別の項目群を形成すると判断した。
また，項目を重複なく分類する観点から，因子負荷量が
複数の因子で高い値を示している場合は，絶対値が最も
高い因子の項目群に分類した。逆にいずれの因子におい

ても因子負荷量が小さい場合，特殊なパターンを示すテ
スト項目として分析対象から除外した。

因子分析を用いて分類された項目群について，ES の
大きさ，すなわち曲線の距離を考慮した分類を行うため，
クラスター分析を実施した。均等な数からなる複数のク
ラスターを作成するのではなく，できるだけ 1 つの中心
となるクラスターを摘出する点を考慮して，クラスター
分析の方法は最短距離法を用いた。典型的なパターンを
抽出するため，分析によって作成されたデンドログラム
を用いて，距離が遠いと判断された項目を除外し，類似
する発達速度曲線を描く項目群を決定した。最終的に分
類された項目群の各期の ES の平均値の差は反復測定に
よる一元配置の分散分析を用い，球面性の仮定が棄却さ
れた場合は Huynh-Feldt の有意確率を用いて判断した。
なお，項目群を形成するテスト項目が 2 つの場合は，ノ
ンパラメトリックの Friedman 検定を用いて検討した。

3. 結果

3.1.　効果量の算出

表 2 に，T1 から T6 までの現量値の平均値と標準偏差
を用いて算出した ES を示している。パフォーマンスの
測定値が前の測定時期より低下していることを示すマイ
ナスの ES が見られるのは，男女とも「長座体前屈」（項
目 No.22）のみである。「長座体前屈」が測定している
柔軟性は，加齢とともに発達する運動能力とは考えにく
い。よって，「長座体前屈」以外の項目は全体として加
齢に伴い発達するパフォーマンスを測定していると考え
られる。

3.2.　因子分析による項目の分類

各項目の ES を経年齢的な変化のパターンによって分
類するため，まず男児について不完全主成分分析法，ノー
マルバリマックス回転を用いて因子分析を行った。その
結果，表 3 に示すように寄与率 80.96% を示す 2 つの因
子が抽出された。第 1 の因子で因子負荷量が絶対値 0.4
以上を示したのは，「キック距離（0.986）」「フープ転が
し（0.980）」「全身反応時間（0.967）」「まりつき（0.957）」

「垂直跳び（0.933）」「両手投げ（0.778）」「テニスボール
投げ（0.764）」「25m 走（-0.988）」「立ち幅跳び（-0.901）」

「とび越しくぐり（-0.881）」「身長（-0.798）」「ケンケン
パ跳び（-0.481）」の 12 項目であった。また，第 2 の因
子に高い因子負荷量を示したのは，「パターゴルフ
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（0.999）」「長座体前屈（0.931）」「体重（0.921）」「前後
跳び（0.868）」「ティーボール（0.837）」「起き上がりダッ
シュ（0.768）」「そんきょバランス（0.744）」「反復横跳
び（0.626）」「ハードル走（0.590）」「平均台歩き（0.456）」

「ポテトレース（-0.941）」の 11 項目であった。
女児における発達速度曲線をその形状から分類した因

子分析の結果を表 4 に示している。男児と同様に，不完
全主成分分析法，ノーマルバリマックス回転を用いて分
析を行い，寄与率81.61%を示す2つの因子が抽出された。
第 1 の因子において，因子負荷量の絶対値が 0.4 以上を
示した項目は，「テニスボール投げ（0.972）」「キック距
離（0.960）」「全身反応時間（0.960）」「フープ転がし

（0.948）」「平均台歩き（0.889）」「起き上がりダッシュ
（0.876）」「垂直跳び（0.849）」「両手投げ（0.806）」「立
ち幅跳び（-0.791）」「とび越しくぐり（-0.743）」「ティー
ボール（-0.551）」の 11 項目であった。また，第 2 の因
子に高い因子負荷量を示した項目は，「体重（0.988）」「長
座体前屈（0.983）」「前後跳び（0.931）」「そんきょバラ
ンス（0.901）」「身長（0.855）」「反復横跳び（0.830）」「パ

ターゴルフ（0.813）」「まりつき（0.794）」「ケンケンパ
跳び（0.750）」「ハードル走（0.626）」「ポテトレース

（-0.783）」の 11 項目であった。しかし，「25m 走」は，
いずれの因子においても低い因子負荷量を示した。

3.3.　クラスター分析による項目の分類と発達速
度の変化

因子分析で分類された項目群の再分類では，両極因子
を考慮して因子負荷量が正の項目群と負の項目群を分け
て分析を行った。また，本研究は典型的な速度曲線の類
型化を目的としているため，項目群を形成できないテス
ト項目は特殊なパターンとして分析対象から除外した。

男児は第 2 因子で唯一負を示した「ポテトレース」を
除く，第 1 因子の正 7 項目，負 5 項目，第 2 の因子の正
10 項目の 3 つの項目群について，最短距離法を用いて
クラスター分析を行った。図 3 にはその一例として，第
1 因子の正の項目群のデンドログラムを示している。

デンドログラムから各項目の距離を検討した結果，最

表 2．混合縦断的データに基づく効果量
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も距離が遠い「フープ転がし」を除外し，「両手投げ」「テ
ニスボール投げ」「全身反応」と「垂直跳び」「まりつき」

「キック距離」の 2 群が抽出された。「両手投げ」「テニ
スボール投げ」「全身反応時間」の ES の各時期におけ
る平均値を Huynh-Feldt に基づく反復測定による一元
配置の分散分析を用いて比較した結果，有意な差が示さ
れ た（Fo=9.536, df1=1.545, df2=3.089, p=0.049）。Cohen

（1969）や Thomas & French（1985）の基準に従えば，
Ⅰ―Ⅴ期の速度は，［中・中・中・小・小］の変化を示
した。また，「垂直跳び」，「まりつき」，「キック距離」
の ES の平均値について Huynh-Feldt に基づく分散分析
を 行 っ た 結 果， 有 意 な 差 が 認 め ら れ た（Fo=9.536, 
df1=2.344, df2=4.687, p=0.017）。速度の変化は，［大・大・
大・中・小］であった。

第 1 因子の負の 5 項目についてクラスター分析を行っ
た結果，距離の遠い「立ち幅跳び」が除外され，「25m 走」

「ケンケンパ跳び」「身長」「とび越しくぐり」が 1 つの
パターンを形成した。4 項目の速度の平均値の大きさは，

［小・中・中・中・中］と変化し，Huynh-Feldt の分散
分析で ES の平均値に有意な差が認められた（Fo=5.040, 
df1=4, df2=12, p=0.013）。

第 2 因子の正 10 項目の分析では 6 項目が除外され，「体
重」「起き上がりダッシュ」「平均台歩き」「ハードル走」
で項目群が形成された。速度変化は，［中・小・小・小・
小］で平均値に有意な差が認められた（Fo=5.990, df1=4, 

表 3．回転後の因子負荷行列（男児） 表 4．回転後の因子負荷行列（女児）

図 3．�最短距離法によるデンドログラム（男児の第 1 因
子の正の項目群）
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df2=12, p=0.007）。なお，被験者内対比の検定を行った
結 果， 関 数 の 次 数 は 2 次 曲 線 に 有 意 性 を 示 し た

（Fo=20.280, df1=1, df2=3, p=0.020）。 
女児については，因子分析によっていずれの因子にお

いても因子負荷量が低かった「25m 走」と第 2 因子で
唯一負の因子負荷量を示した「ポテトレース」を分析か
ら除外し，第 1 因子の正 8 項目，負 3 項目，第 2 因子の
正 10 項目の合計 21 項目を対象に再分類を行った。男児
と同様にデンドログラムを用いて項目間の距離による分
類を行った結果，第 1 因子の正の項目群のうち，「キッ
ク距離」「平均台歩き」「全身反応時間」「両手投げ」「テ
ニスボール投げ」「フープ転がし」「起き上がりダッシュ」
が類似する発達速度曲線を描くことが示された。Ⅰ―Ⅴ
期の速度は，［中・中・中・小・小］の大きさで変化し，
平均値に有意差が認められた（Fo=12.964, df1=4, df2=20, 
p=0.001）。

第 1 因子で負の因子負荷量を示した 3 項目について再
分類を行った結果，｢ ティーボール ｣「とび越しくぐり」
が項目群を形成した。発達速度は［小・小・小・小・中］
と変化した。ES の平均値は 2 項目であるため，ノンパ
ラメトリックの Friedman 検定で判断し，各期に有意な
差はみとめられなかった（χ2

o=5.200, df=4, p=0.267）。
第 2 因子の正 10 項目の再分類では，「身長」「体重」「そ

んきょバランス」「まりつき」「ハードル走」「ケンケン
パ跳び」が類似する曲線を描くことが示された。速度は

［大・中・中・中・中］と変化し，ES の平均値は時期に
よって有意な差が認められた（Fo=6.628, df1=4, df2=20, 
p=0.001）。なお，被験者内対比の検定を行った結果，関
数 の 次 数 は 2 次 曲 線 に 有 意 性 を 示 し た（Fo=43.105, 
df1=1, df2=5, p=0.001）。

4. 考察

4.1.　男児の発達速度パターンとその特徴

因子分析およびクラスター分析を用いて発達速度曲線
をその形状と距離から分類した結果，男児は 4 パターン，
女児は 3 パターンに類型化された。図 4 には各項目群の
Ⅰ―Ⅴ期の ES の平均値を求め，それらが描く発達速度
曲線を示している。

男児の 1 つ目のパターン（曲線①）は，投技能と敏捷
性に関わるテスト項目である。各時期の ES の平均値の
有意差と速度の変化から，「緩やかな減速型」と解釈で
きる。船川ほか（1983）は，男児のボール投げの能力は
加齢に伴い急速に発達すると述べ，乾ほか（1993）は，

1 年間の伸びは幼児期後期の速度が大きいことを報告し
ている。しかしながら，西山ほか（2008）は，3－6 歳
の半年間の変化率は若年齢ほど大きいと報告している。
発達速度が緩やかに下降するということは，幼児期前期
の発達が著しく，後期は速度が低下することを示してお
り，西山（2008）の報告と一致する結果が得られた。

2 つ目のパターン（曲線②）は，跳躍および操作運動
の項目で構成される。ESの平均値と速度の変化から，「急
激な減速型」の特徴を示している。松浦（1982, p. 50）
は幼児期の跳躍力の発達について，「脚の瞬発筋力の発
達ではなく，協調が発達の主要な理由である」と述べて
いる。また，｢ 垂直方向へ跳ぶ協調能力の発達は 4 歳頃
まで急激である ｣（松浦 , 2005, p. 91）とも述べている。
つまり，動作を修得する過程での発達は著しいが，協調
能力が修得されると発達速度が低下すると考えられる。

「キック距離」も成人であれば筋力に由来する項目であ
るが，幼児期においては「蹴る」という協調能力に依存
するため，「垂直跳び」と同様に，動作修得を境に発達
速度が低下すると考えられる。

3 つ目のパターン（曲線③）は，長育と移動運動のテ
スト項目である。速度の大きさの変化から，「加速型」
と考えられる。走能力には身長の寄与率が大きく，共に
直線的に発達するという小澤（2003）の報告と一致する
結果が示された。また，乾ほか（1993）は，本研究の「ケ
ンケンパ跳び」と類似する「連続片足跳び」は年少児か
ら年中児，年中児から年長児で有意に向上すると報告し
ている。本研究では，これについても支持する結果が示
されたと考えられる。

図 4．発達速度曲線のパターン



8 池田 ・青柳

最後のパターン（曲線④）は，量育と移動運動が含ま
れる。ES の変化が 2 次曲線であることから，「減速・加
速型」の傾向を示すと考えられる。松浦（1982, p. 34）
は体重について，「3－4 歳ごろまで増加量は減少傾向を
示すが，以後再び増大量が増加を示す」と述べており，
本研究も同様の結果を示したと考えられる。

4.2.　女児の発達速度パターンとその特徴

女児の 1 つ目のパターン（曲線⑤）は，操作運動およ
び敏捷性に関する項目で構成される。ES の変化は，「減
速型」と考えられる。投技能については男児と同様，西
山（2008）の報告と一致している。

2 つ目のパターン（曲線⑥）は，操作運動と移動系の
複合運動である。ES の平均値に有意な差はみとめられ
なかった。そこで「等速型」と判断した。

最後のパターン（曲線⑦）は，体格と移動運動・操作
運動・安定運動の項目が含まれている。ES の平均値は
2 次曲線を示している。よって，「減速・加速型」と考
えられる。松浦（2005, p. 98）によれば，「まりつき」

は 4 歳まで性差はないが，以後女児の技能が加速的に発
達し，男児との性差が拡大する。男児の「まりつき」が
急激な減速傾向であるのに対して女児の減速は緩やかで
あり，この差異がパフォーマンスの性差と関連している
と考えられる。また，「ケンケンパ跳び」は「3－4 歳で
は性差はないが，4.5－6 歳に女児が著しく発達する」（松
浦 , 1982, p. 58）と考えられているが，本研究でもこれ
らを支持する結果が得られた。

4.3.　発達速度パターンと項目群の性差および共
通点

男女の速度変化のパターンの比較を表 5 に示してい
る。
「減速型」は男女に共通するパターンであるが，投技

能を中心とする操作運動と敏捷性に関するパフォーマン
スという点でも共通性が見出せる。一般に現量値では投
技能の性差は大きく，加齢に伴いその差が拡大する（松
浦 , 1982, p. 60）。しかし，本研究でみられた発達速度パ
ターンでは同じ「減速型」に分類され，性差は見られな

表 5．男児女児の各パターンの項目とその対応関係

25m
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かった。よって，投技能の発達は，幼児期前期が著しく，
後期の速度低下がみられる点では男女で同じ傾向である
が，その中で徐々に現量値に開きが生じてくるものと考
えられる。

男女に共通するもう 1 つのパターンとして「減速・加
速型」が抽出された。個々の項目を細かく比べれば小異
はあるが，量育と移動運動に関するパフォーマンスとい
う共通点がある。体格の発育には性差がないという報告
があり（小澤，2003），本研究の発達速度パターンでも，
体重についてはこれを支持する結果が示された。

男女で異なるパターンとして，男児のみの「加速型」，
女児のみの「等速型」が確認された。ただし，これらの
パターンの速度は，小から中の範囲で変化している。共
通する項目は「とび越しくぐり」で，敏捷性・複合運動
に関わる調整力の発達速度パターンに性差があることを
示している。小林ほか（1990, p. 121）は，「とび越しく
ぐり」などの調整力には動作上の制約があり，「4，5 歳
において早期発達が生じ，その後の成績の『頭打ち現象』
がみられる」と述べている。しかし，本研究では女児が
一定の速度で発達するのに対して，男児は緩やかではあ
るが加速的に発達する傾向を示した。

体格では，男児の場合，身長が「加速型」で体重が「減
速・加速型」と異なるパターンに，女児は身長，体重と
も「減速・加速型」に分類された。ただ，男児の「加速
型」と女児の「減速・加速型」の幼児期後期における曲
線の形状は類似し，距離も近い。一般に，身長の発育速
度に性差はないと考えられる（小林，1990, pp. 11-13）。
体格と同じパターンに分類され，かつ男女で共通する項
目は，「ケンケンパ跳び」と「ハードル走」である。こ
れらは跳躍を伴う移動運動であり，体格の発育と関連が
高いパフォーマンスと考えられる。

図 4 の発達速度曲線では，幼児期の初期から中期にか
けての速度の差は大きく，特徴的変化を示している。し
かし，幼児期後期の発達速度はまとまっている。このこ
とから，各パターンは幼児期の前半はパフォーマンスに
よって多様な発達速度や変化パターンを示すが，後期に
至って全体的に発達速度が一定化していくと考えられ
る。

5. まとめ

幼児の運動能力の発達速度曲線を類型化するため，幼
稚園児 209 名（男児 104 名，女児 105 名）を対象に体格
および運動能力に関する 23 項目の測定を行い，年少児
から年長児までの 3 年 6 期にわたる混合縦断的データを

作成した。発達速度の標準化は，各期の平均値と標準偏
差に基づいて効果量（ES）を算出した。ES が描く発達
速度曲線の変化の形状による分類には不完全主成分分析
法，ノーマルバリマックス回転による因子分析を適用し
た。さらに，得られた項目群の曲線の距離による分類に
は，最短距離法を用いたクラスター分析を適用した。結
果は以下の通りである。
１）測定された項目は全体として加齢に伴い発達するパ

フォーマンスである。
２）男児の発達速度曲線は，投技能と敏捷性の「緩やか

な減速型」，跳躍および操作運動の「急激な減速型」，
長育と移動運動の「加速型」，量育と移動運動の「減
速・加速型」の 4 つパターンに分類される。

３）女児は，操作運動と敏捷性が「減速型」，体格と移
動運動・操作運動・安定運動は「減速・加速型」，
操作運動と移動系複合運動が「等速型」と 3 つパター
ンに分類される。

４）「減速型」は男女共通のパターンで，投技能を中心
とする操作運動と敏捷性に関するパフォーマンス
が該当する。投技能の発達においては，現量値の
性差は顕著であるが，発達速度の変化において性
差は認められない。

５）「減速・加速型」も男女に共通して抽出された発達
速度パターンであり，量育と移動運動に関するパ
フォーマンスという点でも共通性がある。

６）体格と同じパターンに分類され，かつ男女で共通す
るパフォーマンスは跳躍を伴う移動運動である。
よって，これらは体格の発育との関連が高いと考
えられる。

７）発達速度パターンは，幼児期前半が多様であるが，
加齢に伴い発育発達の速度が一定化する傾向が認
められる。
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